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ポスト情報化社会：「第 3 の媒介」による新たなパラダイム 

 

渡辺千仭 （東工大 社会理工学） 

 
１． 序 

旺盛なエネルギー消費の上に成立した工業化社会の最盛

期に現出したエネルギー危機は工業化社会の終焉を彷彿さ

せた。その直後に出されたダニエル･ベルの「ポスト工業化社

会」 (Bell, 1974) は、実にタイムリーにその体感とマッチした。

だが、その実際の姿を知るのは、1990 年の情報化社会の到

来を待たねばならなかった。それは、「エネルギー」を媒介とす

る社会から「情報」を媒介とする社会へのシフトと実感させた。

だが、今世紀初めのネットバブルの崩壊は、それも意外と「エ

ネルギー媒介度」が高いことを露呈した。 

ポスト情報化社会が叫ばれて久しい。が、その実相は、依

然として五里霧中である。 

本年に入って日米欧同時に突入した、複合不況にバレル

100 ドルを超えるに至った石油価格の高騰が大なり小なり加担

していることが否めない。これは、需給のインバランスや、ファ

ンドの騰貴と言った在来的なメカニズムを超えた「エネルギー

媒介からの実質的な離脱」の帰趨であり、エネルギーや （エ

ネルギー媒介から離脱し切れていない） 情報の媒介によるパ

ラダイムから、それらとは本質的に一線を画する「第３の媒介」

による新たなパラダイムを示唆するものである。そして、これこ

そがポスト情報化社会の実質を示すものと考えられる。 

 「ポスト情報化」 についての研究は枚挙に暇がない。だが、

先述のような、「エネルギー」、「情報」に次ぐ「第３の媒介」によ

る新たなパラダイムとの着想に立った実証的研究は他に類を

見ない。 

 本稿は、イノベーション発生のスポットが、開発サイトから普

及･利用サイトにシフトしつつあることに着目して、生産関数、

普及関数、効用関数の統合により、そのダイナミズムを決定す

る新機能の持続的創出条件の追及を通じて、先の仮説的見

解の実証を試みる。 

２． 発展軌道を支える好循環システム 

実際のインパクト感は別として、とにかく０２年来７１ヶ月と戦

後最長を記録した日本の景気も昨年１２月頃から下降に転じ

た(図１)。 
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図 1. 日本の景気の推移 (1980-2008) - CI (Composite Index) 一致指数. 

軌を一にして、さしものユーロ圏の持続成長も９９年のユー

ロ導入来初めてマイナス成長に転じた。サブプライムローンを

トリガーに全治３年とも言われる米国経済と合わせ、３極共倒

れの様相を呈するに至った。企業に目を転じると不夜城をほ

こったトヨタやキヤノンもついに０８年第２四半期に至って売上

高営業利益率をマイナスにするに至った。これらの同時複合

不況にバレル１００ドルを超える石油価格の狂乱的高騰 (図

２) が一因となっていることは否めない。 
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図 2. 国際原油価格の推移 (1955-2007): US$/B. 

だが、現在直面している同時複合不況は、１要因に翻弄さ

れたようなやわなものではなく、図３に示すように、一連の各種

要因の連鎖的・波状的な循環群が好循環から悪循環に転じ

たことによる。 
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図 3. 発展軌道を支える好循環群. 
資料: Ayres et al. (2008). 
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３． 成長エンジンのシフト系譜 

日本経済は、１９７０年代の２次にわたる石油危機によるエ

ネルギー逼迫に対しては、図４に示すような制約フリーの技術

による代替を通じて強靭な反発力を発揮した。その結果、世

界に冠たる高エネルギー生産性を実現すると同時に技術スト

ックを高め、８０年代のハイテクミラクルを謳歌するに至った。 

９０年代の情報化社会は、イノベーションの発生メカニズム

を変容させることになった。 
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図 4. 日本の製造業の生産要素の技術代替の推移 (1955-1997)  

– アレン偏代替弾性値. 

すなわち、その中核を担った情報技術（IT）は、工業化社

会を支えた製造技術と異なり、図５に示すように、普及過程に

おいて自己増殖的に発展する性格を有する。 
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図 5. IT の普及過程での自己増殖的発展： 日本の携帯電話の例. 

それは、Innofusion とも称すべきもので、図６ (i)-(iii) に示

すように生産関数と普及関数を一体化させた Innofusion 関

数による対応を不可欠とした。 

(i) Production Function

(ii) Diffusion Function (Cumulative Y diffuses as a function of T)

(iii) Production Diffusion Integration － Innofusion Function in which Functionality Development is only an option.
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図 6. 生産関数･普及関数・効用関数の統合. 

それは、先進国共通の少子高齢化、成熟経済化の中で、

新機能（FD）の創出を持続的成長の必然的オプションとする

に至った。これはまた必然的に新機能の創出を「消費の喜び」

たる効用の中心に据えるに至った。かくして、図６ (iv) に示

す よ う に 、 生 産 ･ 普 及 ･ 効 用 の ３ 関 数 を 一 体 化 し た 

Innofumption 関数を求めるに至った。このような成長エンジン

のシフトの系譜は、図７のように示される。 
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図 7.  成長エンジンのシフト系譜. 

４． 企業収益支配要因の推移 

成長のエンジンのシフトは、企業の技術経営戦略を根底か

ら震撼させる。企業体においても新機能の創出がその収益の

決め手になり、その支配要因は、おかれたパラダイムを律する

「媒介」と符合する。キヤノンは、日本の製造業のけん引役を

果たしてきた電気機械にあって、図８に示すように群を抜く高

収益を遂げてきた。 

C
an

on

Sh
ar

p

M
at

su
sh

ita

M
its

ub
is

hi

Fu
jit

su

H
ita

ch
i

N
EC

To
sh

ib
a

Sa
ny

o

So
ny

Canon’s conspicuous OIS while R/S is 
reasonable. 

Canon

OIS (2004)

R/S

C
an

on

16

12

8

4

0

2.0

1.0 0.9 0.9
0.7

0.5 0.5 0.5
0.4 0.3

M
its

ub
is

hi

Sh
ar

p

H
ita

ch
i

Fu
jit

su

M
at

su
sh

ita

N
E

C

To
sh

ib
a

So
ny

Sa
ny

o
Canon’s conspicuous R&D profitability.

SR
OIS

OIR
/

=

C
an

on

(2004)

 
図 8. 日本の電気機械代表 10 社の売上高営業利益率・研究開発強

度・研究開発費営業利益率 (2004). 

１.で述べた仮説に照らして、高収益を可能にした外生要因

の推移を分析した(本分析に当たっては、東工大社会理工の

森山幸司氏の協力に負う)。売上高営業利益率の支配外生要

因としては、表１に示すように国際石油価格、IT、サービスの

パラダイムシフトに対応した「媒介」及び日米両国の GDP で代

表される景況が考えられる。 
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表１ 営業利益率支配外生要因 

( )VUSVJPSIITIOPFOIS ,,,,=  
where, IOP: international oil Price; IT: IT investment; SI: valued added of service 

industry; VJP: Japan’s GDP; and VUS: US’s GDP. 

Taylor expansion to the secondary term 

 

 

Service Sector 
Transport, Wholesale and retail 
trade, Finance and insurance, 
Real estate, Information and 
communications 

Eating and drinking places, 
Accommodations, Medical, health 
care and welfare, Education, 
learning support, Compound 
services, Other Services (not 
elsewhere classified) 

IT   SI 
資料： Moriyama (2008). 

 

サービスは、エネルギー媒介色の強い IT から純粋に人間

の本能に即した満足を満たすビジネスの付加価値で捕らえた。

支配要因及びそれに即した主要外生要因弾性値は表２, ３に

示す通りである。 

表 2 キヤノンの営業利益率支配外生要因 (1970-2007): 変数除去

法(10% 有意基準) 
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表 3 キヤノンの営業利益率主要外生要因弾性値 

 
売上高営業利益率の支配外生要因弾性値の推移は図９

に示すとおりであり、表４に示すように 1970-1990 の工業化社

会における石油から、1991-1999 の情報化社会における IT を

へて、2000 年以降は、サービスが決定的支配要因となってき

ていることが伺われる。 
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図 9. キ ヤ ノ ン の 営 業 利 益 率 主 要 外 生 要 因 弾 性 値 の 推 移 
(1970-2007): 3 年移動平均.  

資料： Moriyama (2008). 

表 4 パラダイムとその媒介の推移 

Industrial society: - 1990   Coordinated by Oil 

Information society:  1991 - 1999   by material based IT 

Post-information society: 2000-        by non-oil services 

これは、表５、図１０に示すように、携帯電話主導の IPO 企

業が情報密度の向上により高パーフォーマンスを成し遂げて

いること、及び図１１，１２の Web1.0 から Web2.0 へのシフトパ

ーフォーマンスと符合する。 

表 5 日本の IPO 企業 577 社のパーフォーマンス比較 (2003-2005) 

    

Number 
of 

IPO 
firms 

Years 
for 

 IPO

Age 
of 

CEO 

Stockholder 
intensity 
( SH/S)    

Publicizing 
intensity 
( PD/S )   

Sales 
growth 

rate 
(∆S/S)

MPF 32 8 43.8 6.7 67.1 36.1

non-MFP  545 20.3 52.6 3.8 19.7 22.7

Total   577 19.6 52.1 3.9 20.7 23.5

MPF / 
non-MPF 6% 0.4 0.8 1.8 3.4 1.6 

where Stockholder intensity: Number of stockholders per sales (¥B); Publicizing intensity: Frequency of the firm’s 
name publicized in WEB over the last 2 years per sales (¥B); and Sales growth rate (% p.a.). 

0.4

1.8

3.4

1.6

0.8

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

Years for IPO Age of CEO Stockholder
intensity (SH/S)

Publicizing
intensity
(PD/S)

Sales growth
rate (△S/S)

1.0

Earlier 
FD emergence

Information 
carrier

Density of information

Network externality

Diffusion of IT

Interaction with
institutional 

system

Network externality

Functionality development
(Enhancement of carrying capacity)

Acceleration and advancement 
of IT diffusion

High performance
in IPO firms

Stockholder intensity
(Information carrier)

Publicizing intensity
(Information density)

Overcoming CHASM
(Information discrepancy)

Acceleration and advancement 
of IPO firms

IT MPF
High density of information led by information carried 
plays a decisive role leveraging open innovation.

MPF: Mobile Phone Firms
IPO: Initial Public Offering

0.4

1.8

3.4

1.6

0.8

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

Years for IPO Age of CEO Stockholder
intensity (SH/S)

Publicizing
intensity
(PD/S)

Sales growth
rate (△S/S)

1.0

Earlier 
FD emergence

Information 
carrier

Density of information

0.4

1.8

3.4

1.6

0.8

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

Years for IPO Age of CEO Stockholder
intensity (SH/S)

Publicizing
intensity
(PD/S)

Sales growth
rate (△S/S)

1.01.0

Earlier 
FD emergence

Information 
carrier

Density of information

Network externality

Diffusion of IT

Interaction with
institutional 

system

Network externality

Functionality development
(Enhancement of carrying capacity)

Acceleration and advancement 
of IT diffusion

High performance
in IPO firms

Stockholder intensity
(Information carrier)

Publicizing intensity
(Information density)

Overcoming CHASM
(Information discrepancy)

Acceleration and advancement 
of IPO firms

IT MPF
High density of information led by information carried 
plays a decisive role leveraging open innovation.

MPF: Mobile Phone Firms
IPO: Initial Public Offering  

図 10. 携帯電話関連 IPO 企業の成長モデル.  
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図 11. バイ･バスモデルによる co.jp ドメインの成長軌道の分解 

(May 1993- Dec. 2020)a. 
a May 1993 - Jun. 2006: actual, and Jul. 2006 - Dec. 2020: extended  estimates by the model using May 1993 - 

Jun. 2006 data. 
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図 12. Web 1.0、Web 2.0 の新機能創出 (FD) の推移. 
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５． 新機能創出の加速 

以上の分析は、サービスの本質としての新機能の持続的

創出が企業の技術革新の要となってきていることを示すもの

である。図 13-15 および表 6-9 は、このための必要条件を分析

したものである (詳細は、IEEE TMC-Japan-2008 参照)。 
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Increase in diffusion velocity Decrease in diffusion velocity
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point of diffusion; and t2: inflection point of diffusion velocity in its decreasing period.
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図 13. 普及軌道における変曲点と普及･新機能創出のレベル. 
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図 14. 新機能創出萌芽のタイミング. 
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図 15. 新機能創出萌芽加速領域. 

 

 

表 6 新機能創出の萌芽加速条件 
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表 7 新機能創出萌芽加速領域 
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表 8 各領域の条件 

Area dxdP dxdt1 x z 
I + + 321 +<< x  0>z  
II + - 32 +>x  0>z  
III - - 1.11>x  01 <<− z
IV - - 321 +<< x  0<z  
V - + 32 +>x  0<z  

表 9 持続的新機能創出の条件 
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図 16 は、以上の分析結果に即して、最近の企業技術の革

新を代表する技術革新の新機能創出ポジションを示したもの

であり、LBP/BJ のプリンターから携帯電話、ソフトウエアー、

Web 1.0, 2.0 に応じて、新機能創出が加速されてきていること

が伺われる。 
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LBP/BJ 1.47×10-3 2.90×10-2 19.73 ‐0.351 = α2

Mobile phones MP 3.10×10-5 1.40×10-1 0.45×104 ‐0.580 = α3

Software SW* 7.30×10-4 3.60×10-2 0.49×102 ‐0.580 = α4

Web Web 1.0 1.38×10-5 1.08×10-1 0.78×104 ‐0.869 = α5

Web 2.0 0.25×10-5 0.55×10-1 2.20×104 ‐0.885 = α6

PV 1 PV 2

 
図 16. 主要イノベーションの新機能創出ポジション. 

この中にあって、太陽電池は、石油を燃料とする発電とは

全く異なったいわば IT の寵児とも言うべきものであり、高い新

機能創出加速性を内包していることが伺われる。とくに新世代

太陽電池は最も高い新機能性を示しており、ポスト石油時代

のパラダイムを画する媒介と期待される。 

 

６． 結 論 

 イノベーション発生のスポットが、開発サイトから普及･利用

サイトにシフトしつつあることに着目して、生産関数、普及関数、

効用関数の統合により、そのダイナミズムを決定する新機能の

持続的創出条件の追及を通じて、エネルギーを媒介とする工

業化社会、IT を媒介とする情報化社会に次ぐポスト情報化社

会の様態を分析した。それは、人間の本能に即した満足を満

たすビジネスの付加価値に代表されるサービスを媒介にする

ポスト石油社会そのものであり、太陽電池は IT の寵児として、

代表的役割を先導するものである。 

引き続き、内外のインスティテューションの同質性･異質性

を下敷きにサービス主導的イノベーションについて、新機能創

出ポジションの比較実証を重ね、効果的な持続的新機能創出

ポジションの体系化に努めるべきである。 
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